










－６－

◎配偶者控除及び配偶者特別控除について
（１）平成31年度より、配偶者控除について納税義務者に所得制限が設けられ、合計所得金額が900万円を超えると
　　　控除額が減少し、1,000万円を超える場合は適用できないこととされました。

（２）平成31年度より、配偶者特別控除について配偶者の合計所得金額が38万円超123万円以下とされました。

配偶者控除及び配偶者特別控除　控除額表

あなたの合計所得金額
（給与のみの場合の収入金額）配偶者の合計所得金額

（配偶者の収入が給与のみの場合の収入金額） 900万円以下
（1,120万円以下）

33万円

31万円

3万円

0円

26万円

21万円

16万円

11万円

6万円

33万円

38万円

33万円

900万円超950万円以下
（1,120万円超1,170万円以下）

22万円

21万円

22万円

26万円

22万円

18万円

14万円

11万円

8万円

0円

4万円

2万円

950万円超1,000万円以下
（1,170万円超1,220万円以下）

11万円

11万円

13万円

11万円

9万円

11万円

7万円

6万円

4万円

0円

2万円

1万円

老人控除対象配偶者

38万円超  85万円以下
（1,030,000円超1,500,000円以下）

85万円超  90万円以下
（1,500,000円超1,550,000円以下）

90万円超  95万円以下
（1,550,000円超1,600,000円以下）

120万円超  123万円以下
（1,971,999円超2,015,999円以下）

95万円超  100万円以下
（1,600,000円超1,667,999円以下）

100万円超  105万円以下
（1,667,999円超1,751,999円以下）

105万円超  110万円以下
（1,751,999円超1,831,999円以下）

110万円超  115万円以下
（1,831,999円超1,903,999円以下）

115万円超  120万円以下
（1,903,999円超1,971,999円以下）

38万円以下
（1,030,000円以下）

123万円超
（2,015,999円超）

配
偶
者
控
除

配
偶
者
特
別
控
除

◎同一生計配偶者・控除対象配偶者について
　　同一生計配偶者とは、あなたと生計を一にす
　る配偶者で、合計所得金額が38万円以下である
　人をいいます（青色事業専従者及び白色事業専
　従者を除きます。）。
　　控除対象配偶者とは、同一生計配偶者のうち、
　あなたの合計所得金額が1,000万円以下の場合の
　配偶者をいい、配偶者控除が適用されます。
　　控除対象配偶者に該当しない同一生計配偶者
　が障害者である場合、障害者控除及び同居特別
　障害者加算の特例は適用されます。 あなたの合計所得金額

900

38

123

（万円）

（万円）950 1,000

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額

配偶者特別控除の対象となる配偶者

（老人）控除対象配偶者

同一生計配偶者

◎扶養控除

　※年少扶養親族については、扶養控除額の適用がありませんが、申告が必要です。
　　なお、扶養とすることで、該当する場合には障害者控除及び同居特別障害者加算の特例は適用されます。

450,000円

380,000円

450,000円

なし

330,000円

同居老親等

特定扶養親族

老人扶養親族

年少扶養親族

その他の扶養親族

平成９年１月２日～平成13年１月１日生まれ

昭和25年１月１日以前生まれ

老人扶養親族のうちあなた又はあなたの配偶者の直系尊属で同居している人

平成16年１月２日以後生まれ

上記以外の控除対象扶養親族

区分 条件 控除額



令和２年度  市民税・県民税申告書
◎申告書の記入例

－７－

円月

月

⑫

２ 

事
業
専
従
者

氏　　　　名個人番号 続柄 生　年　月　日 従事月数 専 従 者 控 除 額
明  大
昭  平
明  大
昭  平

・　　・
・　　・

合計※営業等、農業又は不動産の内訳は裏面に記入してください。

前 橋  花 子 妻9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 8 6 0 , 0 0 0

8 6 0 , 0 0 0

40 2 16

給与所得に係る住民税については、地方税法第321条の3の規定により、給与からの特別徴収となります。ただし、給与・公的年金等に係る所得以外の所得
に係る住民税については、「自分で納付（普通徴収）」にチェックを入れることで、納付書や口座引落しなどによる個人での納付を希望することができます。

※
収
入
の
な
か
っ
た
方
は
裏
面
８
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

（宛先）前橋市長 フリガナ

１  明 ２  大
３  昭 ４  平

氏名前橋市

個人番号

㊞

㊞

1月1日
の住所

現住所 年　　月　　日生年
月日

　　　　年　　月　　日提出

受 付 印
前 橋  太 郎
マエ バシ タ ロウ

大手町二丁目１２番１号

続 

柄代筆者電話
番号

職業・
屋号 2 2 4 - 1 1 1 1精肉店とんとん

37

9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

3 15

前
橋

整理番号

申告者の方の番号確認と身元確認が必要となりますので、個人番号
カード又は、通知カードと身元確認書類をお持ちください。
申告者本人以外の方が申告書を提出する場合はコピーを添付してく
ださい。

Ⓐ 収 入 金 額 Ⓑ 必 要 経 費 Ⓒ 専従者控除額 Ⓓ 青色申告特別控除額 所得金額（Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ－Ⓓ）
営　  業　  等
農　　　　 業

円

円

円

円 円 円 円

円 円 円 円①
②

１　
所　
得　
金　
額

不　  動　  産 ③
利　　　　 子 ④
配　　　　 当 ⑤

⑥「申告の手引き」で求めた所得金額を⑥へ給　　　　 与

雑
公的年金等 「申告の手引き」で求めた所得金額を⑦へ（「その他雑所得」があれば加算して⑦へ）

⑦
そ　の　他

Ⓐ 収 入 金 額 Ⓑ 必 要 経 費 Ⓒ 特別控除 Ⓓ（Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ）所得金額の求め方 所　　得　　金　　額
総合課税
の 譲 渡

短　期 Ⓓの金額を⑧へ ⑧

⑪

長　期 ⑨Ⓓ×1/2の金額を⑨へ
⑩Ⓓ×1/2の金額を⑩へ一　　　　 時

※分離課税に係る所得等のある方は、別紙「分離課税等用」を併せて提出してください。
所得金額の合計（①～⑩までの計）

4 , 8 4 0 , 0 0 0

1 , 3 6 0 , 0 0 0

2 , 5 9 9 , 5 4 5 8 6 0 , 0 0 0

6 4 1 , 1 0 0

1 , 3 8 0 , 4 5 5

7 1 8 , 9 0 0

7 6 7 , 3 6 8

2 , 9 5 6 , 7 2 3

9 0 , 0 0 0

1 , 4 1 7 , 3 6 8

9 9 , 9 9 9 9 , 9 9 9

３　
所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

円

円 円 円

円円

円 円

円 円円

円 円 円 円 円

円

円

万円

⑬

⑭

⑮

㋑㋐

⑰

⑱

⑯
㋓ ㋔

㋕ ㋖
㋒

⑳

㉑

㉒

㉓
㉔

⑲

損害の原因 年　月　日 資産の種類 Ⓐ 損害金額 Ⓑ 保険金等の補てん額 Ⓐ－Ⓑのうち
災害関連支出の金額

・　 ・
Ⓐ 支払った医療費等 a 従来の医療費控除

b セルフメディケーション税制
Ⓑ 保険金等の補てん額 差 引（Ⓐ－Ⓑ）

国民健康保険 国  民  年  金 介護保険料 その他社会保険料 小規模企業共済等掛金

雑　 損　 控　 除

医 療 費 控 除

社会保険料控除
小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除
介護医療保険

地震保険料控除

本 人 条 件 控 除 障害者
控　除

選択する
項目に○

（　　 級） 寡婦（夫）
 控　除

死別・生死不明
離婚  ・ 未帰還

勤労学生
控　除 （　　　　　　　　）

学校名

配
偶
者
控
除

氏　名個人番号 続柄 生  年  月  日 同別居 障害の程度

氏　名個人番号 続柄 生  年  月  日 同別居 障害の程度 控除額 ＊別世帯の扶養親族の住所

配 偶 者
控 除 額妻・夫 同

別
明 大
昭 平 ・　・ 特・普（　　）級

同
別

明 大
昭 平 ・　・ 特・普（　　）級

同
別

明 大
昭 平 ・　・ 特・普（　　）級

同
別

明 大
昭 平 ・　・ 特・普（　　）級

同
別

明 大
昭 平 ・　・ 特・普（　　）級

同
別平 令 ・　・ 特・普（　　）級

同
別平 令 ・　・ 特・普（　　）級

同
別平 令 ・　・ 特・普（　　）級

配偶者の合計所得金額 配偶者特別控除額

扶養親族障害者控除額合計

扶 

養 

控 

除

16
歳
未
満
の
扶
養
親
族

扶 養 控 除 額 合 計

基　　　　　礎　　　　　控　　　　　除 ３３０，０００

円

円 円

新生命保険
旧生命保険

新個人年金
旧個人年金

地震保険料 旧長期損害保険料

16歳未満は
扶養控除対
象外（障害者
控除は適用
されます）

所得から差し引かれる金額の合計（⑬～㉓までの計）

7 0 , 0 0 0

8 1 9 , 2 0 0

6 7 , 5 0 0

1 2 , 5 0 0

2 5 0 , 0 0 0

5 0 0 , 0 0 0 3 1 9 , 2 0 0
1 4 , 0 0 0
1 1 , 5 0 0

8 0 , 0 0 0
5 0 , 0 0 0 7 , 0 0 0

6 0 , 0 0 05 , 0 0 0

8 0 , 0 0 0 1 7 0 , 0 0 0

9 9 9 9 9 9 999999

9 9 9 9 9 9 999999

9 9 9 9 9 9 999999

9 9 9 9 9 9 999999 7 9 0 , 0 0 0

1 , 2 3 0 , 0 0 0

3 , 3 1 9 , 2 0 0

前 橋　水 樹 子

子

母

  〃　　 緑

  〃　  詩 子

10 3 8

8前 橋  朔太郎 子 19 7

13 1 15

16

45

33

4512 24 4

1

事業専従者及び、扶養親族等の方の個人番号につきましては、
申告者の方において確認していただきますので、番号確認書類
の提出は不要です。

同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く）
に該当する場合は○

※あなたの合計所得金額が1,000万円超かつ生計を一にする配偶者（事業専従者を除く）の合計所得金額が38万
　円以下の場合に記載してください。この場合、配偶者控除は対象外ですが、障害者控除は適用されます。

※
控
除
額
の
計
算
方
法
に
つ
い
て
は
申
告
の
手
引
き
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

この欄は記入しないでください。

番号確認

□済
□未済

□済
□未済

個人番号カード／通知カード・運転免許証
その他（　　　　　　　　　　　　　　）

代理身元確認確認書類本人身元確認

□   給与から差引き
　   （特別徴収）

□   自分で納付
　   （普通徴収）
✓

４　給与・公的年金等に係る所得
　以外（令和2年4月1日において65
　歳未満の方は給与所得以外）の
　市民税・県民税の納税方法



－８－

◎減価償却費の内訳

名　　称 ㋐取得価額 ㋑償却率 ㋓本年分償却費 ㋔事業割合 ㋕本年分必要　経費算入額

計 447,500

㋖未償却残高 摘　要面積・
　数量

取得
年月

耐用
年数 ㋒償却期間

軽自動車 960,000 0.25 240,000 50 120,000 60,0001台 28 . 4 4 /1212

木造（事務所用） 7,500,000 0.042 315,000 100 315,000 5,452,500156.7㎡ 25 . 7 24 /1212

パソコン 300,000 0.25 12,500 100 12,500 287,5001台 元 . 11 4 /122
月年 円 年 月 円 円 円％

　給与収入がある人で、源泉徴収をしていない事業所などに勤
務している人は、月別の金額を記入し雇用主の証明を受ける
か、雇用主から給与明細等の給与の支払証明書の交付を受けて
ください。また、その証明書を添付又は提示してください。

５  給与等所得者の月別収入状況

　特定配当等に係る所得金額、特定株式等譲渡所得金額を総所
得金額に含め、配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除を受け
ようする場合は、下の各欄に配当割額及び株式等譲渡所得割額
を記入してください。

　前年中に収入がなかった人などは、下記項目に記入してくだ
さい。

　「都道府県、市区町村分」、「住所地の共同募金会、日赤支部分」
の各欄には、当該団体の名称及び寄附金額を記入してください。
　「条例指定分」の「群馬県指定分」及び、「本市指定分」の各欄には、
群馬県、本市の条例で指定された寄附金を支出した場合にそれ
ぞれ寄附先及び寄附金額を記入してください。

９  配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除に関する事項

10  寄附金に関する事項

６  事業所得（営業等・農業）

８  収入がなかった人の記入欄

１．下記の人からの扶養・仕送りにて生活していた

２．あなたが学生の場合（令和２年１月１日現在）

（申請者の住所と異なる場合は記入してください。）

３．前年中の生活状況について
（該当する□に✓点を記入してください。）

　□ 遺族年金にて生活
　□ 障害年金にて生活
　□ 生活保護法による生活扶助にて生活
　　　　　　　  ………〈支給開始　昭和・平成・令和　年より〉
　□ 雇用保険（失業保険）等の給付を受けていた〈平成・令和　年　月より〉
　□ 預貯金にて生活
　□ その他（どのようにして、生活費を賄っていましたか）

氏名 続柄

4,840,000

4,840,000

2,599,545

860,000

1,380,455

1,325,000

150,000

280,000

140,000

7,245

120,000

80,000

497,300

月　別 月　　収 社会保険料 源泉徴収税額
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
賞与等
合　計

勤務

勤　務

勤務先

円 円 円

項　　目 金　額

売 上 金 額

小　計　Ⓐ

仕 入 金 額

租 税 公 課

水道・光熱費

旅費・通信費

損害保険料

修　繕　費

消 耗 品 費

給料・賃金

地代・家賃

減価償却費

小　計　Ⓑ

専従者控除額Ⓒ

所得金額Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ

円

収
入
金
額

必
　
　
　
要
　
　
　
経
　
　
　
費

７  不動産所得（家賃・地代等）

1,320,000

641,100

718,900

1,360,000

90,000

75,000

186,300

289,800

項　　目 金　額

家賃・地代収入

更新料・権利金・礼金 40,000

小　計　Ⓐ

名義書換料・その他

租 税 公 課 配 当 割 額 控 除 額

株式等譲渡所得割額控除額
損害保険料

修　繕　費

給料・賃金

地代・家賃

減価償却費

小　計　Ⓑ

専従者控除額Ⓒ

所得金額Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ

群馬県指定分
条例指定分

寄　附　先 寄 附 金 額

本市指定分

住所地の共同募金会、日赤支部分

都道府県、市区町村分

円

円

円

収
入
金
額

必
　
　
　
要
　
　
　
経
　
　
　
費

住所

学校名 年在学

※事業所得（営業・農業）・不動産所得を申告
　する際に必ず記入してください。



－９－

お知らせ

 ・申告書提出の際は、番号確認と身元確認が必要となりま
　すので、個人番号カード又は、通知カードと身元確認書類
　をお持ちください。なお、事業専従者や扶養親族等の番号
　確認及び身元確認書類は不要ですが、申告者が個人番号を
　確認し、記載してください。
 ・郵送で申告書を提出する場合は、個人番号カード（両面）
　又は、通知カードと身元確認書類のコピーを同封してくだ
　さい。
 ・申告者本人以外の方が申告書を提出する場合は、郵送と
　同様にコピーを添付してください。
 ・個人番号確認及び身元確認書類のコピーは返却できませ
　ん。

マイナンバー取得の際の本人確認では、
番号確認と身元確認を行います。

マイナンバー取得の際の本人確認では、
番号確認と身元確認を行います。

個人番号の確認

個人番号カード

通知
カード or or  住民票

（番号付き）等 等
運転
免許証

パス
ポート

身元（実在）の確認

①市民税・県民税申告書への申告者、事業専従者及び扶養親族等のマイナンバーの記載

（１）医療費控除の明細書を添付してください
　医療費控除を申告する場合には、「医療費控除の明細書」の添付が必要です。
　※令和２年度の市民税・県民税申告までは、領収書の添付または提示によることもできます。
　※医療費控除の明細書の記入内容を確認するため、法定納期限の翌日から５年間、市から領収書（医療費通知に係る
　　ものを除く。）の提示または提出を求めることがあります。領収書は自宅等で保管してください。
　※医療費控除の明細書は、市民税課、各支所税務課、市民サービスセンターにあります。
　　また、前橋市ホームページからもダウンロード・印刷ができます。

（２）セルフメディケーション税制（医療費控除の特例）の創設
　健康の維持増進及び疾病の予防への取組として一定の取組（※１）を行う個人が、自己又は自己と生計を一にする配
偶者その他の親族に係る一定のスイッチＯＴＣ医薬品（※２）の購入費用を支払った場合に、１年間（※３）の購入費
用の合計額が１万２千円を超えるときは、その超える部分の金額（上限は８万８千円）について、その年分の総所得金
額等から控除できる特例が創設されました（従来の医療費控除との選択適用になります。）。この特例の実施は５年間（令
和３年12月末まで）です。
　※１　特定健康診査、予防接種、定期健康診断、健康診査、がん検診
　※２　医師の処方が必要であった医療用から転用された、薬局で購入できる市販の医薬品。かぜ薬、胃腸薬、鼻炎用
　　　内服薬、水虫・たむし用薬、肩こり・腰痛・関節痛の貼付薬
　※３　今回の申告における対象期間は平成31（2019）年１月１日から令和元（2019）年12月31日までの購入分

（３）医療費控除を申告する場合の必要書類
　① 従来の医療費控除を申告する場合
　（ア）医療費控除の明細書（添付）
　（イ）医療費通知（医療費通知に関する事項に記入した場合に添付）
　　※おむつ代など、医療費の内容によっては、上記のほか必要になる書類があります。
　②セルフメディケーション税制（医療費控除の特例）を申告する場合
　（ア）セルフメディケーション税制の明細書（添付）
　（イ）一定の取組を行ったことを明らかにする書類（領収書、結果通知表などを添付又は提示）

②医療費控除について

　上場株式等の配当等（※１ 大口株主等を除く。）については、所得税同様、市民税・県民税においても申告不要制度
または総合課税、申告分離課税を選択することができます（※２）。また、上場株式等の譲渡所得についても申告不要
制度または申告分離課税の選択ができます（※３）。
  上場株式等の配当等、または上場株式等の譲渡所得を確定申告し、市民税・県民税について所得税と異なる課税方式
を選択する場合（例えば、上場株式等の配当所得を所得税は総合課税、市民税・県民税においては申告不要制度を選択）
は、納税通知書が送達される時までに市民税・県民税申告書を提出する必要があります。
　※１　「上場株式等の配当等」とは、上場株式等の利子、配当、収益の分配等をいいます。
　※２　利子所得は、申告不要制度または申告分離課税の選択になります。
　※３　源泉徴収を選択した特定口座内の上場株式等の譲渡に限ります。

③上場株式等の配当等の課税方式の選択について



生命保険料控除証明書（例）

－10－

　本市のホームページで申告書を作成することができるようになりました。自宅で作成・印刷したものを提出すること
ができますので、是非、ご利用ください。
　詳しくは、前橋市ホームページ（https://www.city.maebashi.gunma.jp）から「申告書作成」で検索してください。
　給与や公的年金等の源泉徴収票に記載された項目の金額をそのまま入力すると、給与や年金所得の計算ができます。
　また、生命保険料・個人年金保険料・介護医療保険料の申告額を入力すると控除額の計算ができますので、所得額や
控除額を誤りなく申告書の作成ができます！
　※作成した申告書は、プリンターで印刷して必要書類と一緒に申告会場もしくは郵送でご提出ください。電子メール
　　やＦＡＸ等による提出はできません。作成した申告書を郵送する場合は、上記④のとおりです。

⑤市民税・県民税申告書はインターネットで作成・印刷ができます！！

〒
申告書の
郵送先

〒371-8601
前橋市大手町二丁目１２番１号

前橋市役所  市民税課
☎
お問い

合わせ先
（直通）

市民税課

大胡支所税務課

宮城支所税務課

粕川支所税務課

富士見支所税務課

027-283-0113

027-283-2141

027-285-6750

027-288-1941

027-898-6203
（FAX 027-224-1321）

前橋税務署
027-224-4371

（自動音声案内で「0」）

申告書を記入された方は郵送での提出をおすすめします。

　申告書に住所・氏名・生年月日・個人番号・電話番号・その他の必要事項の記入漏れがないことを確認し、押印します。
収入や各種控除に係る証明書などの必要書類（コピーで可）・番号確認及び身元確認書類のコピーを同封し、下記の宛
先まで郵送してください。
　なお、必要書類が同封されていないと、控除が受けられなくなります。
　※必要書類等の返却を希望される方は、切手を貼付した返信用封筒を必ず同封してください（個人番号確認及び身元
　　確認書類のコピーは返却できません。）。
　※郵送申告分については、記入された内容について電話で確認させていただくことがありますので、あらかじめご了
　　承ください。

○電話によるお問い合わせについて
　申告期間中（令和２年２月17日～３月16日）とその前
後は、お問い合わせが集中し、電話が繋がりにくくなる
場合があります（特に正午から午後２時）。

④市民税・県民税申告書は郵送で提出できます！！

申告会場は大変混み合います。

市・県民税申告書に関するお問い合わせ

確定申告書に関するお問い合わせ

公的年金等の源泉徴収票（例）

明治 大正

電話
番号

03-××××-××××

所　在　地支払者

法　人　番　号

名　　　称 　○○組合

名氏名氏

（摘要）

2

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 区分

2

氏名

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 区分

区分

名氏名氏

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 区分

1

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 区分

1

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

源泉控除対象配偶者 族親養扶の満未歳61族親養扶象対除控

特別

障害者

その他の

障害者

特別

寡婦

寡婦

寡夫
一般 老人 特定

社会保険料の額

本　　　　　　　　人 源泉控除対象配偶者の有無等 控除対象扶養親族の数 16歳未

満の扶

養親族

の数

障害者の数 非居住者

である

親族の数老人 その他 特別 その他

所得税法第203条の3第4号適用分

所得税法第203条の3第3号適用分

所得税法第203条の3第2号適用分

円千

額　　金　　払　　支分区 源　　泉　　徴　　収　　税　　額

所得税法第203条の3第1号適用分
千 円

氏　　名
年 月 日

昭和
生年
月日

令和平成

令和元年分　　公的年金等の源泉徴収票

支払を受ける者

住所又は居所

（ﾌﾘｶﾞﾅ）

新制度

契約者

保険種類 保険期間

証券番号 配当方法

契約日 払込方法

元年○○月分までのお振込額を以下のとおり証明します。

0

0

0

0

（ご参考）１２月末時点のご申告額は以下のとおりです。

0

0

0

0

介護
医療

44,492
44,492

証明日：　元年　○○月　○○日

○○○○生命保険株式会社

分類 保険料（Ａ）　円 配当金（Ｂ）　円 証明額（Ａ－Ｂ）　円

一般
146,870

146,870

一般
73,435

73,435

介護
医療

22,246
22,246

123456789 積立

○○年○○月○○日 口座振替扱半年払

分類 保険料（Ａ）　円 配当金（Ｂ）　円 証明額（Ａ－Ｂ）　円

２０１９年分生命保険料控除証明書
（一般・介護医療用）

適用制度

○○　○○ 様

終身保険 １０年


